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1. はじめに 

18 世紀に始まった産業革命以降、今日に至るまで、

人類の消費するエネルギー量は大変な勢いで増加して

いるのであるが、日本のエネルギー自給率は、準国産資

源と見なされる原子力エネルギーを含めて 19％である。

残りの 81％を占める化石燃料（石油 49％、石炭 19%、

天然ガス 13％）は、ほぼ全量が輸入でまかなわれてお

り、石油の 87％は中東から輸入している。 

非常に低い日本のエネルギーセキュリティを向上さ

せることができる社会システムとして、水素エネルギー

システムが注目されており、本研究は、日本が水素エネ

ルギーシステムを導入した場合における、日本のエネル

ギーセキュリティ向上に対する効果を定量的に分析す

ることを目的とする。 

 
2. 水素エネルギーシステム 

水素エネルギーシステムとは、ガソリンや都市ガス、

電気と同じように、人間が日常生活で扱いやすい形態に

加工した 2 次エネルギーである水素をエネルギーキャ

リアとして構築される、新しいエネルギー供給消費構造

を持った社会構造のことを意味する。 

 
日本の将来像として、2030 年における水素エネルギ

ーシステムがほとんど導入されていない社会、2030 年

における水素エネルギーシステムが導入段階である社

会及び水素エネルギーシステムが最も浸透した社会の

3 ケースを想定した。 

図 2-1 は、各ケースにおける 1 次エネルギー供給割合

を表している。 
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図 2-1 各ケースにおける 1 次エネルギー供給割合 

 
3. シングルインデックスモデル 

本論文では、1980 年から 2004 年の間に、日本とア

メリカ、イギリス、ドイツ、フランス、スペインが輸入

した石油、天然ガス、一般炭 、燃料炭の輸入価格と輸

入量の時系列データを用いてエネルギー獲得リスクの

定量化を試みる。ウランに関する輸入価格や輸入量の時

系列データは、The Ux Consulting Company, LLC と

TradeTech, LLC が公表しているウランのスポット価格

の推移を用いた。各エネルギーの時系列データは、小数

点以下 2 桁で得られたので、本研究において議論される

数値の有効数字は小数点以下 2 桁となる。 

 
t年における世界エネルギー輸入価格(Wpt)とi国のエ

ネルギーjの輸入価格(Pijt)の間には、数式 3-1 の関係が

成り立つ。i国の持つエネルギー獲得リスク は、数式 

3-2 のように表される。X

2
pσ

ijはi国の 1 次エネルギー供給に

おけるエネルギーjのシェアである。 

 



2006 年 3 月修士課程修了予定           修士論文最終審査会             2006 年 2 月 1 日 
 

 2
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4. 水素エネルギーシステム導入効果の定量的分析結果 

将来の日本を想定した 3 ケースにおけるエネルギー

獲得リスクの計算結果と、1980 年から 2004 年までの

日本のエネルギー獲得リスクの推移を一緒にプロット

し、2002 年におけるアメリカ、イギリス、フランス、

ドイツ、スペイン及び日本のエネルギー獲得リスクの高

さを表示したものが、図 4-1 である。 

極端な例として独自に想定した、水素エネルギーシス

テムが最も社会に浸透したケースにおいては、フランス、

ドイツ、スペインよりもエネルギー獲得リスクを低く抑

えることが可能になっており、アメリカやイギリスより

も高いものの、極めて近い状態までエネルギー獲得リス

クを低下させられることが示されている。2002 年にお

けるアメリカやイギリスと極めて近いエネルギー獲得

リスクまで低下させることは、既存のエネルギー供給体

系では決して実現することのできないことであり、水素

エネルギーシステムを導入することにより、自国産のエ

ネルギーを持っていない日本が、自国内にエネルギーを

豊富に持つ国に極めて近い状態まで、自国のエネルギー

セキュリティを向上させることができるということを

示唆している。 

 

5. おわりに 

内で、水素エネルギーシステムの導入効

果

して、ウランの輸入価格や輸入量の

時
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図 4-1　日本のエネルギー獲得リスクの推移と2002年における他国との比較
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